
（県土整備部）

左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1建 設 業 総 合 支 援 4,467 1,004 3,463 建設業者の経営基盤強化や新分野への進出等の取組に対する支援に要する経費

事 業 費 1 建設業経営支援セミナー開催費 450千円

2 建設業経営アドバイザー派遣事業費 2,016千円

3 建設業再生支援事業費 1,447千円

4 災害時事業継続計画策定支援事業費 554千円

2ボ ラ ン テ ィ ア 3,267 3,267 1 愛ロードとちぎ事業費 2,007千円

サポートプログラム 2 愛リバーとちぎ事業費 1,100千円

事 業 費 3 愛パークとちぎ事業費 160千円

3土 木 行 政 情 報 化 70,104 881 69,223 土木行政の効率化、迅速化及び情報基盤の統合と共有化に要する経費

推 進 費 1 電子入札・納品等推進事業費 44,343千円

2 情報化推進費 25,761千円

(1)県土防災センター運営費 9,682千円

(2)地理情報システム運営費等 16,079千円

4道 路 調 査 費 70,861 47,875 22,986 1 道路計画基礎調査費 29,023千円

(1)交通量調査費 500千円

(2)渋滞対策調査費 12,915千円

(3)広域道路整備基本計画調査費 15,608千円

2 道路街路調査費 41,838千円

5第三セクター鉄道 29,443 29,443 第三セクター鉄道の輸送対策事業に対する助成

輸 送 対 策 事 業 費 1 野岩鉄道(株) 12,500千円

補 助 金 ・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3

・県負担割合 県内関係市負担分合計額と同額

2 真岡鐵道(株) 15,469千円

・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

・県負担割合 県内関係市町負担分合計額と同額

3 わたらせ渓谷鐵道(株) 1,474千円

・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3

・県負担割合 日光市負担分と同額

6野岩鉄道経営安定化 70,859 70,859 次期経営改善計画に基づき経営の安定化に努める野岩鉄道(株)に対し、福島県

補 助 金 や関係市町村と連携し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～27年度

7真岡鐵道経営安定化 29,711 29,711 改訂後経営計画に基づき経営の安定化に努める真岡鐵道(株)に対し、関係市町

補 助 金 と連携し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～27年度

8わたらせ渓谷鐵道 1,474 1,474 次期経営計画に基づき経営の安定化に努めるわたらせ渓谷鐵道(株)に対し、群

経営安定化補助金 馬県や関係市と連携し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～29年度

9生 活 交 通 対 策 費 155,200 155,200 路線バスなど生活交通の維持・改善等の促進に要する経費

1 栃木県バス運行対策費補助金 50,281千円

2 栃木県生活バス路線維持費補助金 21,393千円

3 市町村生活交通路線運行費補助金 47,669千円

4 生活交通再構築事業費補助金 35,158千円

5 生活交通対策協議会開催事務費等 699千円

10交通バリアフリー 42,500 42,500 公共交通機関において交通事業者が実施するバリアフリー化事業に対する助成

推 進 事 業 費 1 人にやさしいバス整備事業費補助金 10,000千円

・補 助 率 国 1/4（直接）、県 1/8、市町村 1/8

・補助限度額 １台当たり 2,500千円

・整 備 台 数 ４台

2 鉄道駅バリアフリー化整備費補助金 32,500千円

・補 助 率 国 1/3（直接）、県 1/6、市町村 1/6



・補 助 対 象 日光市

・整 備 駅 下今市駅

11トラック輸送高度化 10,000 10,000 エコドライブと交通事故防止を図るためのＥＭＳ機器の導入の促進に要する経

事 業 費 費

1 ＥＭＳ導入補助事業費 9,000千円

2 研修会実施補助事業費 1,000千円

12塙田駐車場早期償還 225,000 150,000 75,000 塙田駐車場に係る未償還金処理のための県道路公社への支援に要する経費

事 業 費 1 塙田駐車場早期償還事業費補助金 75,000千円

2 塙田駐車場早期償還資金貸付金 150,000千円

13総合交通政策事業費 22,050 12,127 9,923 総合的な交通政策の実施のための調査に要する経費

（公 共） 1 公共交通ネットワーク重点課題分析・改善方策検討調査費

10,050千円

・調査対象 市町村生活交通バス（デマンド）、民間バス路線（課題系統）

2 「街なか道路空間」再構成基本計画策定調査費 12,000千円

・調査対象 市街地中心部の県管理道路

14塩那道路対策事業費 4,231 4,231 「塩那道路に係る基本方針」に基づく、中間部の植生回復に要する経費

15国道408号バイパス 1,570,000 863,500 635,000 71,500 国道 408号バイパス（鬼怒テクノ通り、テクノ北通り）の整備に要する経費

建 設 事 業 費 1 鬼怒テクノ通り 60,000千円

（公 共） 2 テクノ北通り 1,510,000千円

16国道4 0 0号下塩原 330,000 181,500 133,000 15,500 国道 400号下塩原バイパスの整備に要する経費

バイパス建設事業費

（公 共）

17道路施設アセット 40,000 22,000 18,000 県が管理する道路施設の効率的な維持管理を図るための長寿命化修繕計画策定

マネジメント事業費 等に要する経費

（公 共） 1 道路舗装長寿命化修繕計画策定費 20,000千円

2 トンネル電気設備点検費 20,000千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

18道の駅防災拠点化 10,000 5,500 4,000 500 道の駅の防災拠点化に要する経費

事 業 費 ・事業箇所 道の駅「きつれがわ」、「東山道伊王野」

（公 共） ・事業内容 太陽光発電施設及び蓄電施設の設置

19バス利用環境整備 19,000 10,450 7,000 1,550 バスの利用促進を図るためのバス停上屋等及び自転車駐輪場の設置に要する経

事 業 費 費

（公 共） ・設置箇所 ５箇所

20河 川 改 修 調 査 費 19,548 19,000 548 1 実施計画調査 19,285千円

2 河川整備計画懇談会費 263千円

21東大芦川ダム関連 16,000 16,000 水辺公園の整備に要する経費

事 業 費

22南摩ダム関連事業費 401,074 73,150 130,706 197,218 1 水特法事業交付金 122,701千円

（一 部 公 共 ・ 2 水源地域対策基金事業費 1,732千円

一 部 直 轄） 3 関連道路整備事業費 137,000千円

4 直轄事業負担金 139,641千円

23砂 防 調 査 費 14,060 14,000 60 1 実施計画調査 6,927千円

2 砂防法等指定地編入調査 7,133千円

24都市計画基礎調査費 18,000 18,000 都市計画区域見直し等の検討のための調査に要する経費

25土地区画整理事業 826,932 445,500 298,332 83,100 土地区画整理事業の促進に要する経費

助 成 費 1 土地区画整理組合助成費 810,000千円

（一 部 公 共） 2 市町村助成費 16,932千円

26街路交通情勢調査費 1,735 1,735 長期未着手都市計画道路見直しの検討のための調査に要する経費



27物 資 流 動 調 査 費 15,404 5,134 10,270 東京都市圏における物流実態の調査に要する経費

28井頭公園施設整備費 203,153 100,000 90,000 13,153 一万人プールの復旧工事等に要する経費

1 全体復旧工事費 200,000千円

2 備品購入費 3,153千円

・総事業費 約20億円（設計費含む）

29外壁全面打診調査費 9,627 9,627 県有施設の外壁全面打診調査に要する経費

・調査棟数 10棟

30民間住宅耐震改修 97,600 97,600 住宅の耐震化率の向上を図るための取組に対する助成

促 進 事 業 費 1 民間住宅耐震診断等助成事業費 37,500千円

2 民間住宅耐震改修助成事業費 60,000千円

3 普及啓発事業費 100千円

31県有建築物耐震化 709,090 139,010 570,000 80 栃木県建築物耐震改修促進計画に基づく県有建築物の耐震化に要する経費

推 進 事 業 費 1 耐震改修設計 14,220千円

・棟数 ６棟

2 耐震改修工事 694,870千円

・棟数 34棟

32安全で安心な住まい 956 478 478 住宅に関する相談体制の充実と住宅性能表示制度等の普及促進を図るための経

づくり推進事業費 費

1 住宅巡回相談会開催費 432千円

2 住宅性能表示制度等講習会開催費 524千円

33特定優良賃貸住宅 17,516 8,758 8,758 民間賃貸住宅を活用し家賃の一部を補助することにより、中堅所得者又は高齢

供 給 促 進 事 業 費 者への賃貸住宅の供給促進を図るための経費

34高齢者向け賃貸住宅 509 205 99 205 高齢者向け賃貸住宅の普及促進等に要する経費

普 及 促 進 事 業 費

35被 災 住 宅 再 建 等 17,184 14,743 2,441 被災住宅の再建等のための借入れに対する利子補給に要する経費

支 援 事 業 費 ・事業主体 市町村
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

36県営住宅整備事業費 748,177 331,177 415,000 2,000 県営住宅の建て替えや改善等に要する経費

（公 共） ・建設戸数 69戸（平成23～27年度）

・改善戸数 181戸

37用 地 調 査 費 34,000 34,000 公共事業の円滑な推進を図るための用地調査に要する経費

38公共事業費（補助） 36,115,287 18,420,197 14,566,000 469,923 2,659,167 1 道 路 23,852,988千円

（一 部 再 掲） 2 河川・砂防 5,232,386千円

3 都 市 計 画 6,247,230千円

4 住 宅 782,683千円

39県 単 公 共 事 業 費 7,370,180 2,599,000 1,559,000 46,297 3,165,883 1 道 路 6,523,411千円

2 河川・砂防 846,769千円

40緊急防災・減災対策 2,000,000 2,000,000 1 道 路 1,000,000千円

事 業 費 2 河川・砂防 1,000,000千円

41直 轄 事 業 負 担 金 7,632,239 6,968,000 664,239 1 道 路 4,159,000千円

（一 部 再 掲） 2 河 川 1,462,999千円

3 砂 防 1,910,240千円

4 災 害 100,000千円

42災 害 復 旧 事 業 費 2,443,952 1,470,036 927,000 46,916 1 24年災害復旧事業費 203,952千円

2 25年災害復旧事業費 2,000,000千円

3 25年県費単独災害復旧事業費 200,000千円

4 災害調査費 40,000千円


